
予 定 額

千円

1 工 業 用 水 道 事 業 収 益 820,999

1 営 業 収 益 675,643

1 給 水 収 益 675,643

有田川 328,828
紀の川 346,815

2 営 業 外 収 益 145,355

1 受 取 利 息 40,930

2 長 期 前 受 金 戻 入 32,214

3 受 託 事 業 収 益 1

4 雑 収 益 72,210

3 特 別 利 益 1

1 そ の 他 特 別 利 益 1

款 項 目 備 考

工 業 用 水 道 事 業 会 計

令和８年度和歌山県工業用水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入
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予 定 額

千円

1 工 業 用 水 道 事 業 費 用 789,089

1 営 業 費 用 730,284

1 有 田 川 事 業 費 240,251

消耗品費 963
修繕費 35,911
動力費 58,602
賃借料 3,060
水利使用料 7,566
損害保険料 11
交付金 17
調査費 13,618
委託料 16,947
通信運搬費 433
雑費 870
減価償却費 100,107
固定資産除却費 2,145
棚卸資産減耗費 1

2 紀 の 川 事 業 費 212,832

消耗品費 1,410
修繕費 8,700
特別修繕引当金繰入額 5,162
路面復旧費 48
動力費 47,337
賃借料 3,263
水利使用料 6,162
損害保険料 25
交付金 192
調査費 7,557
委託料 18,506
通信運搬費 348
雑費 6

支 出

款 項 目 備 考
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減価償却費 113,544
固定資産除却費 571
棚卸資産減耗費 1

3 管 理 セ ン タ ー 費 138,284

給料 49,915
手当等 25,537
賞与引当金繰入額 8,302
法定福利費 16,199
報酬 3,632
消耗品費 7,377
修繕費 5,203
賃貸料 348
損害保険料 253
委託料 17,125
通信運搬費 647
旅費 422
負担金 220
雑費 121
減価償却費 2,983

4 受 託 工 事 費 1

5 一 般 管 理 費 138,916

給料 39,784
手当等 25,805
賞与引当金繰入額 7,265
退職給付費 8,609
法定福利費 13,066
報酬 3,705
消耗品費 2,077
修繕費 269
賃借料 64
損害保険料 182
委託料 33,638
研修費 421
通信運搬費 264
旅費 938
負担金 605
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雑費 254
減価償却費 1,968
貸倒引当金繰入額 1
その他引当金繰入額 1

2 営 業 外 費 用 52,794

1 支 払 利 息 9,552

2 受 託 事 業 費 1

3 雑 損 失 50

4 消 費 税 及 び 43,191

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 1,011

1 災 害 に よ る 損 失 1

2 過 年 度 損 益 修 正 損 10

3 そ の 他 特 別 損 失 1,000

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000
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予 定 額

千円

1 資 本 的 収 入 1,238,000

1 他 会 計 長 期 貸 付 金 1,238,000

返 還 金

1 他 会 計 長 期 貸 付 金 1,238,000

返 還 金

予 定 額

千円

1 資 本 的 支 出 126,654

1 建 設 改 良 費 99,110

1 有 田 川 第 1 事 業 所 26,540

2 有 田 川 第 3 事 業 所 6,685

3 紀 の 川 事 業 所 63,177

4 管 理 セ ン タ ー 2,708

2 企 業 債 償 還 金 17,544

1 企 業 債 償 還 金 17,544

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目 備 考

収 入

款 項 目 備 考

支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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千円

1

当 年 度 純 利 益 24,275

減 価 償 却 費 218,602

固 定 資 産 除 却 損 1,408

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 8,608

賞 与 引 当 金 の 減 少 △ 97

そ の 他 の 引 当 金 の 増 加 5,169

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 32,214

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 40,930

支 払 利 息 9,552

貯 蔵 品 の 減 少 4

未 収 金 の 減 少 8,251

未 払 金 の 減 少 △ 1,000

小 計 201,628

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 40,930

利 息 の 支 払 額 △ 9,552

233,006

2

△ 73,314

1,238,000

1,164,686

他会計長期貸付金の返還による収入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

令和８年度和歌山県工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月 31日まで）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
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3

企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 17,544

△ 17,544

資 金 増 加 額 1,380,148

資 金 期 首 残 高 1,160,432

資 金 期 末 残 高 2,540,580

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
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備 考
給 与 費

特　別　職 一　般　職 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

給 与 費 明 細 書

1 　総　　　　　　括

区 分
職　　　　　　　員　　　　　　　数

法定福利費 合 計

千円 千円 千円 千円

(－) (2)
－ 22 4,429本

年

度

損益勘定支弁職員
人 人 千円 千円

89,699

－

4,429 89,699

－ － － －

合　　　　　　計
(2)(－)

－ 22

74,253 168,381 30,379 198,760

資本勘定支弁職員 (－) (－)
－ － －

(－)(－)
－ － － －

(－) (1)
－ 23 4,229 90,890 78,136 173,255 30,618

74,253 168,381 30,379 198,760

203,873

(1)
－ △ 1 200 △ 1,191 △ 3,883

90,890 78,136 173,255 30,618 203,873

比

較

損益勘定支弁職員
(－)

－ － － －

合　　　　　　計
(1)(－)

－ 23 4,229

前

年

度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

△ 1,191 △ 3,883 △ 4,874 △239 △ 5,113

職員数における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

－ － － －

合　　　　　　計
(1)(－)

－ △ 1 200

△ 4,874 △239 △ 5,113

資本勘定支弁職員
(－)(－)

－ － － －

単身赴任手当 特殊 勤務 手当 超過勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当の内訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

本 年 度 3,120 4,272 648

119 5,583

4,936 2 119 5,675

前 年 度 3,306 4,062 648 4,111 2
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比 較 △186 210 － 825 － －

千円 千円

2,997 15,314 12,450 53 491 15,567 8,609本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円

92

管 理 職 手 当区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当 夜 勤 手 当 休日勤務手当 賞 与 引 当 金 退 職 給 付 費

備 考
特　別　職 一　般　職 給　　　　　　料 職　員　手　当 計

ア　 会計年度任用職員以外の職員

区 分
職　　　　　　　員　　　　　　　数 給 与 費

法 定 福 利 費 合 計

15,664 13,237

比 較 － △69 △19 △ 2 △ 9 △ 97 △ 4,628

前 年 度 2,997 15,383 12,469 55 500

29,265 191,422

資本勘定支弁職員 (－) (－)
－ － － － －

千円 千円 千円

(－) (2)
－ 20 89,699 72,458 162,157

損益勘定支弁職員
人 人 千円 千円

162,157 29,265 191,422

前

年

度

損益勘定支弁職員

－ －

合　　　　　　計
(2)(－)

－ 20 89,699 72,458

本

年

度

196,906

資本勘定支弁職員
(－) (－)
－ － － － － －

(－) (1)
－ 21 90,890 76,455 167,345 29,561

196,906

比

較

損益勘定支弁職員
(－) (1)
－ △1 △1,191

－

合　　　　　　計
(1)(－)

－ 21 90,890 76,455 167,345 29,561

－ － － －

合　　　　　　計
(1)(－)

－ △1 △1,191

△ 3,997 △ 5,188 △296 △ 5,484

資本勘定支弁職員
(－)(－)

－ － －

△ 3,997 △ 5,188 △296 △ 5,484

職員数における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。
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通 勤 手 当 単身赴任手当 特殊 勤務 手当 超過勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当の内訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

119 5,583

比 較 △186 210 － 825 － － 92

前 年 度 3,306 4,062 648 4,111 2

千円

本 年 度 3,120 4,272 648 4,936 2 119 5,675

8,609

前 年 度 552,997 14,469 11,702 500 15,664 13,237

2,997 14,339 11,630 53 491 15,567

賞 与 引 当 金 退 職 給 付 費

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

管 理 職 手 当区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当 夜 勤 手 当 休日勤務手当

報　　　　　　酬 給　　　　　　料 職　員　手　当 計

本

年

度

損益勘定支弁職員
人 千円 千円 千円

△ 97 △ 4,628

イ　 会計年度任用職員

区 分 職　　員　　数
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考

比 較 －         △ 130 △ 72 △ 2 △ 9

7,338

資本勘定支弁職員
－ － － － － － －

千円 千円 千円

2 4,429 － 1,795 6,224 1,114

2 4,229 － 1,681 5,910 1,057 6,967

6,224 1,114 7,338

前

年

度

損益勘定支弁職員

合　　　　　　計
2 4,429 － 1,795

1,057 6,967

－ － －

合　　　　　　計
2 4,229 － 1,681 5,910

資本勘定支弁職員
－ － － －
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比

較

損益勘定支弁職員
－ 200 －

－ － －

合　　　　　　計
－ 200 － 114 314

114 314 57 371

資本勘定支弁職員
－ － － －

千円 千円 千円

57 371

職員手当の内訳

区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当 そ の 他 手 当

　　　 2　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額の増減事由別内訳区 分 増 減 額 説 明 備 考

比　　　　　　　　較 61 53 －

前 年 度 914 767 －

本 年 度 975 820 －

給与改定の状況
増減分

給料の改定率 2.61%
前年度

給与改定実施時期 令和7年4月1日

千円 千円 千円

給 料 △ 1,191 1 給与改定に伴う 2,377

〕 （その他） (計)
職 員 数

本年度 22人 －人 22人

3 その他の増減分 △ 4,347 職員数の異動状況

〔 現に在職する

2 昇給に伴う増加 779 平均昇給率 0.86%
分

前年度 23人 －人 23人

増　減 △1人 －人 △1人
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職 員 手 当 △3,883 1 制度改正に伴う 302 〇期末手当 153 年間支給割合 2.50月→2.525月

令和7年10月1日現在

平均給料月額 (円) 325,410

平均給与月額 (円) 378,022

平 均 年 令

2 その他の増減分 △ 4,185

3　　給料及び職員手当の状況
　(1)　職員１人当たり給与

区 分 行 政 職

増減分
〇勤勉手当 149 年間支給割合 2.10月→2.125月

(歳) 49.0

　　　　(2)　初任給

一般会計の制度
区 分 行 政 職

行　　　政　　　職

(歳) 46.0

令和6年10月1日現在

平均給料月額 (円) 328,313

平均給与月額 (円) 376,660

平 均 年 令

円 円

高 校 卒 205,418 205,418

大 学 卒 236,126 236,126
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　　　　　(3)　級別職員数

行 政 職
区 分

級 職 員 数 (人)

（－）

1 5.0

3
(2) (100.0)

5 25.0

構 成 比 （％）

令和7年10月1日現在

1
（－） （－）

3 15.0

2
（－）

3 15.0

7
（－） （－）

－

4
（－） （－）

2 10.0

5
（－） （－）

6 30.0

9
（－） （－）

－ －

計
(2) (100.0)

20 100.0

－

8
（－） （－）

－ －

6
（－） （－）

4
（－） （－）

2 9.5

9.5

3
(2) (100.0)

2 9.5

令和6年10月1日現在

1
（－） （－）

3 14.3

2
（－） （－）

2
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5
（－） （－）

8 38.1

8
（－） （－）

－ －

9
（－） （－）

－ －

6
（－） （－）

4 19.1

7
（－） （－）

－ －

課 長 課 長

（等級別の基準となる職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計
(2) (100.0)

21 100.0

　　職員数及び構成比における（　　）書きは、再任用短時間勤務職員に係るものであり、外書きである。

　　　 （4）　昇給

区 分 合 計 行 政 職

行 政 職
主 事 主 事 主 査 主 査 班 長

技 師 技 師 副 主 査 主 任

5 級 6 級 7 級 8 級 9 級

15

1号給 (人） 1 1

職 員 数 （Ａ） （人） 20 20

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 15

副 課 長
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4号給 (人） 7 7

5号給 (人） 7 7

本

年

度

号給数別内訳

2号給 (人） － －

3号給 (人） － －

20

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 16 16

比 率 （B）／（A） （％） 75.0 75.0

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 20

6号給 (人） － －

7号給 (人） － －

(人） 5 5

6号給 (人） － －

3号給 (人） － －

4号給 (人） 10 10号給数別内訳

1号給 (人） 1 1

2号給 (人） － －

5号給

7号給 (人） － －

比 率 （B）／（A） （％） 80.0 80.0
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　　支給対象職員の比率
　　（令和7年10月1日現在）

（％） － －

　　支給対象職員1人当たり
　　平均支給月額 (円)

－ －

 　　　（5）　特殊勤務手当

区 分 全 職 種 行 政 職

　　給料総額に対する比率 （％） － －

(月分) 12 月 (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

（1.225） （1.225） （2.450）
有

　　代表的な特殊勤務手当の名称 －

 　　　（6）　期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計 (月分)

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
区 分 備 考

6 月

（1.225） （1.225） （2.450）
有一 般 会 計 の 制 度 2.325 2.325 4.650

有前 年 度 2.300 2.350 4.650

本 年 度 2.325 2.325 4.650

（1.200） （1.250） （2.450）

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

　支給率における（　　）書きは、再任用職員に係るものである。

 　　　（7）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当の基本額

その他の加算措置等区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

備 考
（月分）

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）
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同 じ単身赴任 手当

同 じ地 域 手 当

同 じ住 居 手 当

同 じ通 勤 手 当

 　　　（8）　その他の手当

差　　異　　の　　内　　容区 分 一般会計の制度との異同

同 じ扶 養 手 当
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千円 千円 千円 千円

１

(1) 12,619,978

△ 7,313,104

5,306,874

(2)

2,335

(3)

2,800,000

2,800,000

8,109,209

２

(1) 2,540,580

(2) 57,684

(3) 936

(4) 20

2,599,220

10,708,429

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 預 金

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度和歌山県工業用水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 9 年 3 月 31 日 ）

資 産 の 部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産
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３

(1) 885,946

(2) 199,572

1,085,518

４

(1) 35,000

(2) 15,581

(3) 23,204

(4) 741

74,526

５

(1) 2,562,046

△ 1,715,565

846,481

2,006,525

６

(1)

イ 163,544

ロ 4,539,756 4,703,300

4,703,300

資 本 の 部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

組 入 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債

流 動 負 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

固 定 負 債 合 計
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７

(1)

イ 147,540

ロ 54,445

ハ 157,842

359,827

(2)

イ 201,600

ロ 2,932,902

ハ 24,275

二 480,000

3,638,777

3,998,604

8,701,904

10,708,429

過 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金
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Ⅰ． 重要な会計方針に関する注記

　１　資産の評価基準及び評価方法

 貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

 有価証券　満期保有目的有価証券は、償却原価法による定額法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産 

      　　　・減価償却の方法

　 　　　　　 　　定額法による。

 　　　　 　・主な耐用年数

　　　　 　　 　　建　　　　物　 　 8～50年

　　　 　 　　　　構　 築　 物　 　10～60年

　　 　　　 　　　機械及び装置　　　2～22年

            　　　工具器具及び備品　5～15年

　　 　　　　 　　車        両　　  5～ 6年

（２）無形固定資産    

・減価償却の方法 

　定額法による。

 　　　　 　・主な耐用年数

　　　　 　　 　　ソフトウェア　 　 　　5年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

注 記
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　職員の退職手当に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上している。

（２）特別修繕引当金

　数事業年度ごとに定期的に行われる特別の修繕に備えるため、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当及び法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月

までの4ヶ月分）計上している。

（４）貸倒引当金

　貸倒実績がないため、計上していない。

　４　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

該当なし。

Ⅲ． 予定貸借対照表に関する注記

該当なし。

Ⅳ． セグメント情報に関する注記

１　報告セグメントの概要

和歌山県工業用水道事業会計は、有田川第1事業所、有田川第3事業所及び紀の川第2事業所の3つの事業所を運営しており、各事業所で運営方針等

を決定していることから、有田川第1事業所、有田川第3事業所及び紀の川第2事業所の3つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は次のとおりである。
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２　報告セグメントごとの資産等

当年度（自　令和8年4月1日　至　令和9年3月31日） （単位：千円）

有田川第 1事業所 有田川第 3事業所 紀の川第 2事業所 合 計

　セグメント資産 1,336,433 4,648,477 4,723,519 10,708,429

　セグメント負債 75,859 246,444 1,684,222 2,006,525

　その他の項目

　　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,314 11,232 57,384 69,930

前年度（自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日） （単位：千円）

有田川第 1事業所 有田川第 3事業所 紀の川第 2事業所 合 計

　営業収益 23,433 275,502 412,121 711,056

　営業費用 94,759 252,330 384,429 731,518

　営業損益 △ 71,326 23,172 27,692 △ 20,462

  経常損益 △ 4,361 43,343 42,139 81,121

  セグメント資産 1,341,858 4,676,103 4,703,271 10,721,232

  セグメント負債 78,188 268,074 1,697,341 2,043,603

  その他の項目

　　減価償却費 43,568 67,197 129,319 240,084

　　特別損失 82 475 454 1,011

　　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 495 14,181 140,123 154,799

事 業 区 分 事 業 の 内 容

有 田 川 第 1 事 業 所 工 業 用 水 道 給 水

有 田 川 第 3 事 業 所 工 業 用 水 道 給 水

紀 の 川 第 2 事 業 所 工 業 用 水 道 給 水
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Ⅴ． 減損損失に関する注記

該当なし。

Ⅵ． リース契約により使用する固定資産に関する注記

該当なし。

Ⅶ.  重要な後発事象に関する注記

該当なし。

Ⅷ.  その他の注記

該当なし。
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千円 千円 千円

１

(1) 613,966

(2) 97,090 711,056

２

(1) 215,746

(2) 277,458

(3) 139,658

(4) 1

(5) 98,655 731,518

△ 20,462

３

(1) 11,400

(2) 33,769

(3) 1

(4) 66,027 111,197

４

(1) 9,593

(2) 1

(3) 20 9,614 101,583

81,121

営 業 利 益

令和７年度和歌山県工業用水道事業予定損益計算書

（ 令 和 7 年 4 月 1 日 か ら 令 和 8 年 3 月 31 日 ま で ）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 雑 収 益

営 業 費 用

有 田 川 事 業 費

紀 の 川 事 業 費

管 理 セ ン タ ー 費

受 託 工 事 費

一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

受 託 事 業 収 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 託 事 業 費

雑 損 失

経 常 利 益
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５

(1) 5,590 5,590

６

(1) 1

(2) 10

(3) 1,000 1,011 4,579

85,700

340,000

140,000

565,700

そ の 他 特 別 利 益

特 別 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 損 失

災 害 に よ る 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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千円 千円 千円 千円

１

(1) 12,548,072

△ 7,096,478

5,451,594

(2)

4,311

(3)

1,238,000

2,800,000

4,038,000

9,493,905

２

(1) 1,160,432

(2) 65,935

(3) 940

(4) 20

1,227,327

10,721,232

長 期 貸 付 金

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

令和７年度和歌山県工業用水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 8 年 3 月 31 日 ）

資 産 の 部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 預 金

未 収 金
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３

(1) 909,150

(2) 185,802

1,094,952

４

(1) 36,000

(2) 15,671

(3) 17,544

(4) 741

69,956

５

(1) 2,562,046

△ 1,683,351

878,695

2,043,603

６

(1)

イ 163,544

ロ 4,539,756 4,703,300

4,703,300

負 債 の 部

固 定 負 債

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

引 当 金

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計
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７

(1)

イ 147,540

ロ 54,445

ハ 157,842

359,827

(2)

イ 197,300

ロ 2,851,502

ハ 85,700

140,000

二 340,000

3,614,502

3,974,329

8,677,629

10,721,232

国 庫 補 助 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

（建設改良積立金取崩分）

過 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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